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データ

会社情報主なESGデータ

株主名 持株数 
（株）

持株比率 
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 934,300 11.7

東ソー株式会社 700,000 8.7

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 516,700 6.5

株式会社みずほ銀行 298,704 3.7

農林中央金庫 227,430 2.8

明治安田生命保険相互会社 164,535 2.1

株式会社東邦銀行 148,399 1.9 

三井住友海上火災保険株式会社 141,400 1.8 

株式会社山口銀行 130,000 1.6 

株式会社三菱UFJ銀行 120,107 1.5 

※ 保土谷化学は、自己株式（409,635株）を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
なお、自己株式（409,635株）には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式（80,000株）は
含んでおりません。
※ 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

会社概要（2023年3月31日現在）

社　名   保土谷化学工業株式会社 
Hodogaya Chemical Co., Ltd.

本　社
所在地  〒105-0021 

東京都港区東新橋一丁目9番2号 
TEL 03-6852-0300（大代表）

創　立   1916年（大正5年）12月11日
資本金   111億96百万円
従業員   連結890名、個別471名

事業内容

有機工業薬品の製造・販売を主な事業とし、 さらに関連する物流、研究・ 
開発受託等の事業

事業所

本社（東京都港区）、大阪支店（大阪府大阪市）、郡山工場 （福島県郡山市）、 
横浜工場 （神奈川県横浜市）、南陽工場・南陽分工場 （山口県周南市）、 
筑波研究所 （茨城県つくば市）、台北駐在事務所（台湾・台北市）

株式情報（2023年3月31日現在）
（1）　 発行可能株式総数20,000,000株
（2）　 発行済株式の総数8,413,726株 

（自己株式409,635株を含む）
（3）　 株主数7,130名（前期末比 588名増）

所有者別株式分布状況
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FTSE Russell評価：3.0（2022年度）
（FTSE Blossom Japan Sector Relative Index構成銘柄）

FTSE Russell（FTSE International LimitedとFrank Russell Companyの登録 
商標）はここに保土谷化学工業株式会社が第三者調査の結果、FTSE Blossom Japan 
Sec tor Re lat ive I ndex組み入れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄と
なったことを証します。FTSE Blossom Japan Sector Relative Indexはサステナブル
投資のファンドや他の金融商品の作成・評価に広く利用されます。

主な外部評価

EcoVadis

エコレールマーク
・ 取り組み企業認定 
保土谷化学工業株式会社 
保土谷建材株式会社

・ 商品認定 
「サカナガード」「過酢酸」「過炭酸ナトリウム」 
「電荷制御剤TP-415」「クロロ IPC」「エコプルーフ」

健康経営優良法人2023

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
FTSE Russell 評価（6月公開値） - 2.2 2.3 2.4 2.7 3.0
E
エネルギー消費量 （kl） 28,510 28,129 27,440 27,312 29,215 27,562
エネルギー原単位 （kl/売上高百万円） 0.7379 0.7491 0.7265 0.6629 0.6976 0.6362
温室効果ガス排出量
　直接的温室効果ガス排出量　SCOPE1 （t-CO2） 25,554 25,794  24,999  24,729  26,093 25,064 
　間接的温室効果ガス排出量　SCOPE2 （t-CO2） 25,999 24,737  23,827  23,301  23,154 20,658 
　SCOPE1 + SCOPE2 （t-CO2） 51,553 50,531  48,826  48,030  49,247 45,722 
温室効果ガス排出量に係る原単位 （t-CO2/売上高百万円） 1.3342 1.3458 1.2927 1.1658 1.1759  1.0554 
大気汚染防止
　SOx（硫黄酸化物）排出量 （t） 0 0 0 0 0 0
　NOx（窒素酸化物）排出量 （t） 6.54 4.92 4.72 4.99 4.94 3.17
　ばいじん排出量 （t） 0.08 0.08 0.04 0.03 0.02 0.00
水質汚濁防止
　水使用量 （千 t） 10,794 10,505 10,334 10,552 10,781 10,680
　水排出量 （千 t） 10,519 10,162 9,858 10,130 10,643 10,684
　COD（化学的酸素要求量）排出量 （t） 55.0 54.3 46.3 54.4 50.8 64.2
産業廃棄物
　産業廃棄物発生量 （t） 2,569 2,452 2,753 3,017 2,746 3,477
　プラスチック使用製品産業廃棄物 （t） 2022年度より集計開始 126
　産業廃棄物リサイクル量 （t） 976 1,471 1,090 1,736 1,615 2,190
　産業廃棄物最終処分量 （t） 440 430 257 200 52 85
S
連結従業員数 （人） 719 731 739 789 834 890
女性管理職比率 （%） 8.9 11.0 10.8 11.2 10.8 11.0
女性従業員比率 （%） 17.7 17.9  18.4  18.6  18.0 19.5
外国籍従業員比率 （%） 17 18 21 23 26 31
キャリア採用者比率（個別） （%） 32 33 32 33 34 35
障がい者雇用率（個別） （%） 1.3 1.5 1.9 2.3 2.5 2.6
育児休業女性　取得者数（個別） （人） 2 1 3 1 6 1

取得率（個別） （%） 100 100 100 100 100 100
育児休業男性　取得者数（個別） （人） 0 0 4 1 9 10

取得率（個別） （%） 0 0 24 14 56 83
介護休業取得者数 （人） 0 0 0 0 0 0
男女の賃金の差異（個別） （%） 2022年度より集計開始 84.8
従業員1人当たりの平均月間残業時間（個別） （時間） 11.2 11.9 12.0 10.3 11.6 11.3
有給休暇取得率（個別） （%） 66 68 68 65 69 71
リフレッシュ休暇取得率（個別） （%） ̶ 95 94 93 93 95
従業員1人当たりの年間研修時間（個別） （時間） 2021年度より集計開始 109.0 106.6
離職率（年間離職者数計算、年間中途入社数除く、正社員）（個別） （%） 0.7 1.5 3.2 1.5 3.3 1.6
G
社外取締役比率 （%） 37.8 42.9 42.9 42.9 42.9 42.9
取締役会開催数 （回） 16 15 17 16 16 12
指名・報酬委員会開催数 （回） ̶ ̶ 7 10 12 14
腐敗防止に関する違反件数 （件） 0 0 0 0 0 0
政治献金総額 （円） 0 0 0 0 0 0

環境会計※（単位：百万円）

2021年度 2022年度
投資額 費用額 投資額 費用額

事業エリア内コスト 120 179 125 230 
　①公害防止コスト 20 43 38 30 
　②地球環境保全コスト 100 16 87 11 
　③資源循環コスト - 120 - 189 
上・下流コスト - 5 - 9 
管理活動コスト - 2 - 4 
研究開発コスト - 92 - 46 
社会活動コスト - 13 4 15 
環境損傷コスト - - - -
合計 120 291 129 304
※環境省「環境会計ガイドライン2005年版」に準拠




